予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　移住定住プロジェクト推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2056）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　19,729千円（前年度予算額：30,293千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	30,293
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,293

	要求額
	19,729
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,729

	決定額
	8,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、岐阜県の魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進するための各種施策を実施します。

（２）事業内容

１．多様な情報発信機会の創出

　全国組織や近隣県等と連携した総合相談会やセミナーの開催、都市部に向け

たＰＲツールのリニューアルを行う。

２．地域のニーズに対応した移住者受入体制の構築

（１）地域の受入体制の強化

　移住定住の促進に関する関係機関の意見交換や市町村・地域のキーマン向けの研修・情報交換を実施する。

（２）情報発信

　名古屋圏を対象とした総合移住相談会やその他大都市圏を対象とした全国組織を活用した情報発信事業を実施する。

（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無  無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	687
	講師謝礼

	旅　費
	2,051
	講師費用弁償、業務旅費

	需用費
	2,719
	消耗品費、印刷製本費

	役務費
	704
	通信運搬費

	委託料
	11,406
	相談会開催費、会報誌の作製費、ＨＰ維持管理費

	使用料等
	1,401
	会議室使用料

	負担金等
	761
	JOIN会費、NPOふるさと回帰支援センター会費

	合計
	19,729
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します。
広報関係経費については、広報課計上とします。



事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、岐阜県の魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県外移住者数

	－
	－
	－
	782人
（H26）
	6,000人
(H27-31)
	- ％


	地域のキーパーソン養成講座受講者数
	－
	－
	－
	104人
（H26）
	600人
(H27-31)
	- ％



○指標を設定することができない場合の理由
	　－



（前年度の取組）

	（１）岐阜県ファンクラブの運営

　会員数：５，２６７人（H27.9月末現在）※参考5,069人(H26.3月末)

　会報誌：年間３回発行（7月・11月・3月（予定））

（２）岐阜県移住・定住推進会議の開催
　年１回（H27.4.20）

（３）清流の国ぎふ創生県民会議 移住定住推進部会

　　年２回（H27.8.28・H27.11（予定））

（４）移住・定住関連全国組織への加盟
　　２団体に加盟（移住・交流推進機構(JOIN)、NPO法人ふるさと回帰支センター）

（５）移住・定住エリアの構築支援
　○移住定住研修会
  　H27.4.20／県庁大会議室

H27.8.19／岐阜メモリアルセンター

　○清流の国ぎふ暮らし応援フェアの開催

  　　H27.9.27／中日パレス（名古屋市）
　　○全国規模の移住促進イベント等への参加
　　・ふるさと回帰フェア2015
H27.9.13／東京

H27.8.22／大阪

　　・ＪＯＩＮ移住・交流イベント2015

H28.1.17（予定）／東京

（６）地域の移住・定住コンシェルジュの選定
　○移住・定住コンシェルジュ認定式
H27.4.20／４名を委嘱


（前年度の成果）

	平成２１年度から、本県への移住者が多い名古屋圏を中心に移住定住対策に取り組んできたが、前年度からは、さらに地方暮らしに関心が高いとされる首都圏において総合移住相談窓口「清流の国ぎふ 移住・交流センター」を設置し、個別相談のほか、セミナーを開催するなど、効果的なＰＲを実施するとともに、受入地域とのきめ細かいマッチング支援を行ったため、移住者数の増加を見込んでいる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	人口減少社会の中で、中山間地域を中心に地域の活力を保ち続けるための人材確保が必要とされている。一方で、都市部には豊かな自然の中での田舎暮らし等を希望する者もおり、これらを結びつける本事業の必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	名古屋圏を中心に若者・女性を対象に情報発信してきたため、愛知県から、また子育て・若年層世代が年々増加してきており、高い事業効果が表れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	総合移住相談窓口「清流の国ぎふ 移住・交流センター」の設置や総合移住相談会の開催により、相談者が効率よく相談できるようにした。



（今後の課題）

	現在は、首都圏、愛知・名古屋地域に田舎暮らしを中心とする様々な魅力を広く発信し、本県への移住・定住を促進しているが、地域にとってより良い人材確保を図るには、大阪を含む３大都市圏へのさらなる魅力の情報発信と地域の受入体制の強化もあわせて必要。


（次年度の方向性）
	人口減少社会の中で、地域が活力を保ち続けるための人材確保は重要であるため、本事業は引き続き市町村と連携しながら継続実施していく。


